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模倣品による権利侵害性の検討―中国の模倣品携帯
電話を例として
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  模倣携帯電話に対する法的施策の提案： 
模倣品携帯電話の違法性は明らかであるが、如何に有効に解決するかは実務上最も大きな難題とさ
れる。刑事法律規定には、模倣携帯電話の違法性に相応しい罪名はわずか「詐称登録商標罪」、「販
売詐称登録商品罪」等、何個かしかない。ただ、実務上は模倣携帯電話の従業者について詐称を認
定することはかなり難しく、重大な事件があった場合にも、「非法経営罪」という罪で処罰されて
いる。この罪名は「経営」と関わりがあるものであり、他の罪名をすべて適用出来ない場合に科さ
れる「袋罪名」として存在するもののため、刑罰の程度が実際の違法性に比して極めて軽い。民事
的には正規品の権利所有者の権利を保護する規定は欠けていないが、一つ一つの民事訴訟や行政申
立は模倣携帯電話産業に対する衝撃という点では極めて弱い。最も有効な手段は、模倣携帯企業に
正規化を方向付ける制度を築くことであると考えている。例えば、携帯企業登録資本金額を下げ、
「地下工業」のような違法企業から正規企業に「身分」を上げやすくする。模倣携帯企業に技術開
発を提唱し、税金優遇や開発費用を支援する、等。そうすれば、管理部門が企業の違法生産活動を
有効に監督できる。一方、模倣携帯企業が深刻な脱税を行う現象を厳しく取り締り、模倣携帯の価
格優勢を抑える。更に、消費者に知的財産保護意識教育を施し、一定の金額以上の知的財産権侵害
商品を買う人に行政処罰（罰金、拘留）を科する法律を制定する。以上のような施策によれば、中
国の模倣携帯電話問題が恐らく解決出来るのではないか、と考えている。 
